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＜考察＞

　“賃金スクール”その名の通り、賃金体系の組み立て、基本給の設計、年齢給表、職能給

表の作成の仕方について研修した。事前準備として個人別賃金一覧表、プロット図の作成が

あり、私は看護師について作成し持参した。演習の一つとして賃金の現象分析をし、研修を

受けていく中で賃金体系や人事考課の賃金への反映の仕方の見直しが必要ではないかと感じ

た。シュミレーションをかけ、将来的には賃金表の公開が出来ないかと考えた。

新卒・既卒問わず、○歳でどれだけの賃金保障があるのか。家庭を持った場合でも、自分

は養っていけるのか等、就職先を選ぶ基準として賃金がある。現在、賃金表の公開がされて

いない為、将来の賃金について計ることが出来ない。資格を活かした仕事、大学で学んだこ

とを活かす仕事がしたい！という職員も中にはいるだろうが、殆どの職員は生活の為に仕事

をしている。自分にとっての魅力ある職場とは何か？－仕事は勿論のこと、やった分だけの

評価と賃金が受けられるということも必要だと個人的に思う。

賃金表の公開が出来ない理由の一つとして、有資格者、無資格者の賃金の差が大きすぎる

ことではないだろうか。資格手当で差を付け、さらに年齢給までも大きく差が付いている。

本来、年齢給は有資格者、無資格者関係なく、同じものでなければならないと個人的に思う。

何故なら、贅沢をしなければ、衣食住にかかわる生計費が殆ど同じと考えるからである。年

齢給さえ同じにすれば、賃金表の公開が多少可能になるのでは？　どうしても差をつけたい

のであれば、職能給で差をつけることがベターではないだろうか。資格手当はそのまま支給

するか、職能給に含んで形だけ残すか・・・は経営戦略による。同じ資格者でも、１０ある

うち、１０出来る人間も、５しか出来ない人間もいる。また、５しか力を出さない人間もい

る。職能資格制度を整備し、保有している能力に対して賃金を支払う。きちんと人事考課を

実施し、上手く賃金に反映させることが重要になってくるが、青仁会ではどうだろうか。年

齢給と能力給の２本立てとなっているが、現状では、定期昇給時人事考課を反映させると能

力給が少しずつ上がっていくが、実際のレベルと不一致の現象が起きているような気がする。

増えていく知識に対して支払われる能力給ではあるが、少し見方を変えて見ることも必要で

はないかと感じた。例えば、能力が上がらなければ、能力給は上がらないとか・・・すなわ

ち、ポイント（考課）による昇給はしないことだ。

また、役職者に対してだが、一人ひとりに与えられる仕事は年毎に違う為、役職手当では

なく、役割給の導入はどうだろうか。若い役職者は役職手当がついていても、年齢が高い部

下がいることや部下が残業することで、賃金が逆転している。所属する部署のとりまとめや

会議、人事考課や賞与評価など、実務以外にも仕事があるにもかかわらず、賃金が逆転する。

これは、役職者のヤル気を失くし、精神的にも一般職員でいたほうが楽とはならないか。役

割給の導入シュミレーションなども、経営戦略として必要ならば、やってみるのも良いかも

知れない。役職手当が一定額で決められているが、配属された部署の規模、役割によって、

仕事量や期待する度合いは違うものではないのだろうか。

　８月に受講した考課者訓練トレーナー養成講座と人事システムや人材哲学など多少重なる

部分もあったが、前回の復習となり改めて理解できた部分もあり充実した研修内容だった。

＜研修要旨＞

　講師：楠田　丘　日本賃金研究センター　代表幹事（１～４、１１、１２）

　講師：伊勢　俊紀　日本賃金研究センター　主任アドバイザー（５～１０）

1． 賃金とは－その基礎理論

　　　

　　　賃金とは　　労働力（人）の対価（売値）＝能力主義（日本）

　　　　　　　　　労働（仕事）の対価（買値）＝成果主義（アメリカ）

　　　

　　　　・労働（力）の種別　―　銘柄（職種、熟練度）

　　　　・個別賃金　＝銘柄別賃金：ベア

　　　　　　↓　評価

　　　　・個人別賃金＝賃金表をベースとする：定昇

　　　　・熟練度など体系・水準・格差によって異なる。

2． 日本型人事システムの１００年史と今日的課題

　　　＜人事管理の理念（３要素の成長・高位・均衡）＞

　　　　×　人財

　　　　　○　人材　　仕事の与え方・・・能力10に対して、仕事15は成立しない！







　　　　　人間基準：人が仕事を創る　　　　　　仕事基準：仕事に人をつける



　　　・能力主義は残したまま、成果主義を取り入れる　→　育成と活用の２本立て

　　　＜日本型人事の今日的課題＞

　　　　　①　高齢化、低成長化、ＩＴ化、国際化、価値観の多様化など社会経済環境の変革

の中で、賃金カーブが不適切かつ維持不能となった。

　　　　　②　デフレスパイラル（供給が需要を上回る）の中で労働市場は、売り手市場から

買い手市場に変化し、賃金も労働力対価（能力主義）から労働対価（成果主義）

へのシフトを余儀なくされている。

	労働市場の変革
	売り手市場　→　買い手市場
	成果主義
	４つの人材哲学

	
	能力　＝　実力
	実力主義
	

	
	自己主張、意識多様化
	個尊重主義

すなわち

加点主義
	

	
	高齢化
	能力主義
	

	
	外部化、専門化
	
	


　　　　　　100年間続いた人間基準の能力主義の抜本的修正が求められている。

　　　　　　その方向はアメリカモデルとしての仕事基準の成果主義にある。

　　　　　　　　　　　売値（能力主義）　　　年齢給（年齢別生計費）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年功給（勤続給）

　　　　労働力の　　　　　　　　　　　　　　職能給（職務遂行能力）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※習熟昇給と昇格昇給があるが、降給・降格はない

　　　　　　　　　　　　　　　

買値（成果主義）　　　職務給（職務の性質・価値）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職責給（組織上の職責による）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役割給（職責に加え、チャレンジ度を乗じた賃金）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業績賞与（役割達成度×役割のレベル）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　成果昇進（職務昇進）

3． ４つの哲学

　　　

人材投資（年齢給や職能給など定昇）なくして成果なし
　　　　　　　　　　[image: image1.jpg]



　　　　　

能力主義：しっかり人材を育てよう

　　　　　　　実力主義：実力で仕事を決めていこう　　　　４つの哲学

　　　　　　　加点主義：個（適性や意志）を尊重しよう

　　　　　　　成果主義：成果で処遇しよう

4． 労働市場の変革と職能資格制度の再構築－実力等級制度

　　　・職能資格制度のこれからの方向

　　　　→従来の職能資格制度と併せて、職種別実力等級も必要となっていくと思われる。

　　　・新時代の変革に沿った職能資格制度のさらなる鈍化、進化、分化

　　　　　　鈍化　→　等級基準の明確化（職務調査の実施）

　　　　　　　　　　　期待する人材像　→　評価、育成、処遇

　　　　　　進化　→　実力概念の導入

　　　　　　分化　→　職種概念の導入

　　　【新職能資格制度】

	　　鈍化
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	職能資格制度

（スキルグレード）
	職能別実力等級制度
	職種別実力等級制度

	M
	９
	Hi-Skill
	Ⅶ

Ⅵ
	役割給・職能給
	Ⅶ

Ⅵ

	
	８
	
	
	
	

	
	７
	
	
	
	

	S
	６
	Skill
	Ⅴ

Ⅳ
	年齢給・職責給・職能給
	Ⅴ

Ⅳ

	
	５
	
	
	
	

	
	４
	Semi-Skill
	Ⅲ

Ⅱ
	年齢給・職能給
	Ⅲ

Ⅱ

	J
	３
	
	
	
	

	
	２
	First-Skill
	Ⅰ
	年齢給・職能給
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5． 実力主義・加点主義による人材活用

　　　・実力主義の基盤をなすコンピテンシー評価

　　　　　ⅰ．コンピテンシーモデル（期待する実力像）

　　　　　　　　①評価要素（群）・・・クラスター

　　　　　　　　②要素別行動短文（書）・・・ディクショナリー

　　　　　ⅱ．ディクショナリーの参考事例（一部抜粋）

　　　　　　　　技術・技能：職務に期待される技術的・技能的な能力

1 職務に期待されているさまざまな技術・技能を十分に身につけていて、

業務遂行面で活かすとともに業績目標を達成している。

2 既存の技術・技能に加え、業務遂行や業績目標の達成に必要な新しい

技術・技能を短時間で身につけている。

3 新聞、インターネットなどを利用して必要な情報を収集・分析して、

業務遂行と業績目標達成に十分に反映している。

4 最新のさまざまな通信手段を駆使して、スピーディかつ正確な情報の

交換を社内外の人たちと行い、業績向上につなげている。

5 業務遂行に必要な機器や機材を効率的に活用して、業務の改善や業績

目標の達成につなげている。

　　　【導入例】５０（行動短文）×５（評価要素）＝２５０短文

　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　・点数化

・１～６等級（実力等級制度）

　　　　　　　　　　　　職責が上がれば、役割が上がる　
6． 賃金体系の組み立て

　　　１）基本給・・・・・職能給がメイン

　　　　　ⅰ．昇格昇給と習熟昇給

基本給　　　職能給　　　昇格昇給P．I（仕事や能力の高まり）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　習熟昇給S．I（習熟の深まり、広がり）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※経験の高まり

　　　　　ⅱ．職能給と定昇

　　　　

　　　　　　　職能給　　　昇格昇給・・・・定昇でない昇給

　　　　　　　　　　　　　習熟昇給・・・・「定昇」

　　　　　　　注）年数と年齢は３月３１日を通過するたびに自動的定期的にプラスワン

　　　　　　　　　→定期昇給制度（年数と年齢による昇給）

　　　　　ⅲ．大切な昇格昇給（P．I）と習熟昇給（S．I）の割合

　　　　　

1 P．I　＞　S．Iの時　→　職務給に近づく

2 P．I　＜　S．Iの時　→　年功給に近づく

　　　２）年齢給（定昇制）は成果主義の基盤

　　　　　　

　　　　　　　成果主義：業績・成果　→役割給・業績賞与・成果昇進

　　　　　　　実力主義：高成果実現行動力　→コンピテンシー

　　　　　　　能力主義：労働能力　→職能給

　　　　　　　　　　　　生活能力　→年齢給

　　　　　《警告》年齢給、つまり定昇制を捨てては、明日の成果、つまり日本は無い！！

　　　　　　　　　・“年齢や家族の数は、仕事と関係ないからやめる”という考え方は、

あまりにも短絡的、反社会的、反人間的

　　　３）生活賃金（生活保障の原則）への配慮

　　　　　ⅰ．社員の成長と明日の日本の創造

　　　　　　　　キャリア形成・・・職能給（個人別）―　生涯労働

　　　　　　　　世帯形成・・・・・生活給（世帯ミニマム、一律）―　明日の労働力の育成

　　　　　ⅱ．生活給の上に職能給を乗せる（同一職能同一実質賃金が原則）

　　　　　　　　





　　　　　ⅲ．総合決定給から要素別決定へ　―　４大要素

　　　　　　　　・性格も役割もシェイプも異なる

　　　　　　　　　　基本給　　　職能給　　　昇格昇給

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　習熟昇格

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定昇

　　　　　　　　　　　　　　　　年齢給

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　世帯ミニマム

　　　　　　　　　　家族手当　　　　　　　　※最低水準

　　　　　　　　　　　※水準の確保

　　　　　　　　・年齢給は生活給であって年功給ではない

　　　　　ⅳ．勤続給の意義

　　　　　

　　　　　　　　年功給・・・・・今や不要

　　　

　　　　　　　　年齢給・・・生活給　○

　　　　　　　　勤続給・・・年功給　×

　　　４）諸手当のあり方

　　　

　　　　　ⅰ．生活関連手当　→生計費保障

　　　　　　　　家族手当　◎

　　　　　　　　地域手当　○　（地域光熱手当、地域住宅手当）

　　　　　　　　通勤手当　○

　　　　　　　　単身赴任手当　○

　　　　　　　　住宅手当　×

　　　　　　　（住宅手当）・・・家族手当、地域住宅手当と重複、時間外算定基礎、

算定基準の困難さ→一律、社宅入居基準の整備、

生計費の分割は不可

　　　　　ⅱ．仕事関連手当

　　　　　　　　役付手当、管理職手当　　◎　　※定率が正しい考え方

　　　　　　　　特殊職務手当（つらさ手当）　○

　　　　　　　　特殊職種手当（労働市場調整手当）　○　※資格手当

　　　　　　　（役付手当）・・・部下付き合い料、定率の相場は以下の通り。但し、時間外

手当は月平均の残業を調べ、定率を決める。

役付手当（基本給の５％）　　※部下との付き合い料

管理職手当（基本給の１５％）※部下との付き合い料　＋　時間外手当10％

　　　　　　　

　　　　　　　役職手当は責任手当ではない　→　業務の重さは役割給とすること！

　　　　　ⅲ．能力関連手当

　　　　　　　　精皆勤手当　×　※きちんと来るのが当たり前

　　　　　　　　資格免許手当　×　※仕事に関係ない資格・免許に対しての手当

　　　５）基盤をなす賃金体系

　　　　　　　　　　基本給　　　職能給　　　昇格昇給

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　習熟昇格

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定昇

　　　　　　　　　　　　　　　　年齢給　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　家族手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　役付手当（５％）、管理職手当（１５％）

　　　　　　　　　　諸手当

　　　　　　注）なお、M－７級以上に成果主義賃金を導入（基準賃金の組み替え）したあとは、

　　　　　　　次の通りとなる。

　　　　　　　

　　　　　　　　　　基本給　　　　職能給

　　　　　　　　　　　　　　　　　役割給

　　　６）賞与・一時金の位置づけ

　　　　　ⅰ．臨時給与の性格

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　臨時給与

　　　　　　　　月例賃金　＋　固定生活一時金　＋　成果配分賃金

　

　　　　　　　　　１５ヵ月分（ベース年収）


　　　　　　　　　　「職能給」　　＋　　　　「成果配分賃金」

　　　　　　　　（何ができるか）　　　（どれだけ成果を上げたか）

　　　　　　　　・固定生活一時金はいずれ月例賃金に吸収

　　　　　ⅱ．一時金と賞与の違い

　　　　　　　　臨時給与　　　　一時金：年間理論必要最低生計費と実態年収のギャップ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔実態年収次第で上下する〕

　　　　　　　　　　　　　　　　賞　与：超過成果の配分

7． 定昇制度の意義と修正

　　　　・ベア　→　賃金表の書き替え

　　　　・昇給ないし定昇　→　各人の年齢、年数、仕事、能力の伸びに応じて、賃金カーブ

の上を各人が一刻みずつ上がっていくもの

　　　　昇給ないし定昇こそ賃金問題の本質、いわゆる個別間の賃金格差形成の重要な基準
8． 賃金の分析・診断の方法

　　　ⅰ．個別賃金、個人別賃金、平均賃金

　　　　　目的に応じて使い分け

　　　　　　・賃金の高さ（の公正さ）の検討・・・・・・・主として個別賃金

　　　　　　・ゆがみやバラツキ（の公平さ）の検討・・・・主として個人別賃金

　　　　　　・人件費（の適正さ）の検討・・・・・・・・・主として平均賃金

　　　ⅱ．平均賃金を活用する時の留意点

1 平均年齢、平均勤続、学歴・男女・労職別労働者構成、賃金項目、労働時間

（所定内・所定外）、臨時給与、主要な福利厚生費など、平均賃金を考察する上

で参考となる判断材料をすべて併記

2 労働者構成を同一にして平均賃金を修正し、比較

3 賃金傾向値表を用いるなどして、平均年齢、平均勤続を修正し、同一にして比

較する。

　　　ⅲ．賃金診断の３つの側面

　　　　　自社賃金の現状と問題点を知る。

　　　　　第１側面・・・・・個人別賃金のプロット図を作成し、賃金のちらばりをみる

　　　　　　　　プロット図は２種類　①基本給プロット：賃金体系の分析用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　②所定内賃金プロット：水準の分析用　※他社比較など

　　　　　第２側面・・・・・モデル賃金で賃金カーブの傾き具合、つまり年齢間格差が適切

であるかどうかをみる

　　　　　　　①モデル賃金とは

　　　　　　　　モデル条件：“学校を卒業し直ちに入社し、その後標準的に昇格・昇給し、世

帯形成も標準的に経過している場合の属人的条件および職務条件

に合致している銘柄”

　　　　　　　②モデル賃金のとり方

　　　　　　　　実在者モデル：モデル条件に合った実在者を探し、その賃金をとったもの

　　　　　　〔モデル賃金は４種類：基本給モデル、所定内モデル、月収モデル、年収モデル〕

　　　　　第３側面・・・・・モデル賃金とプロット図を使って、自社賃金の水準がどのよう

な位置づけにあるかを知る

　　　　　　　①モデル賃金を用いての診断

　　　　　　　　・同業他社、同地域他社（地域代表社）、一般公表資料（厚生労働省や生計費など）

　　　　　　　②プロット図による診断

　　　　　　　　・世間相場比較、生計費からみてどうか

　　　ⅳ．生計費資料の見方、使い方

　　　　　　

　　　　　　生計費：物価、生活水準、世帯規模の３つ

　　　　　　とらえ方：実態生計費と理論生計費の２つの側面

　　　　　　・生計費のレベル

1 被救恤費

2 最低生存費

3 最低生計費・・・ミニマム

4 標準生計費・・・ノーマル　※実態生計費の並数

5 愉楽生計費

　　　　　　賃金との関連で生計費を論ずる場合、③と④を使う

9． 基本給の設計と賃金カーブの修正

　　　　　基本給ピッチとは・・・基本給モデルの横軸に対する角度、つまり１歳当たり格差

　　　ⅰ．構成割合の決定

1 ピッチ：職能給と年齢給のピッチ割合、高さの割合ではない

2 ピッチ配分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　B

　　　　　　　　　　　　　　基本給モデル

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２　　　　　　　　　　　C

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　年齢給ピッチ　　　プラス家族手当

　　　　　　　　　　　A　　　　　　　　　　　　　　　　　D　　　　　　が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　最低保障ライン

　　　　　　　　　　a　 

　　　　　　　　　　　18歳　　　　　　年齢　　　　　→

3 構成割合の変化

・金額的構成割合は社内の公平感で決める

　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４　　　職能給　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　２　　　　


　　　　　　　　　　　　　８　　　　　　６　　　年齢給　　　　　４

　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　18歳　　　　　34歳　　　　　　　　　定年前後

　　　ⅱ．年齢給ピッチの計算式

　　　　　年齢給の役割：家族手当と共に、生計を支えるもの


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　b

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ピッチ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年齢給　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｘ


　　　　　　　　　　ａ　　　　　　　　　　　　年齢給　　　ａ　

　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　18歳　　　　　　　　　　　　　　　　　40歳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22年

　　　　　

　　　　　　　　　　Ｘ　－　ｂ　－　ａ

年齢給のピッチ　＝　

　　　　　　　　　　　　　　22

　　　　　　Ｘ：40歳最低保障賃金（自社の実態、最低生計費のいずれか低いもの）

　　　　　　ｂ：家族手当など生活関連手当

　　　　　　ａ：初任給

　　　ⅲ．自社年齢給表の設定、年齢給のカーブ

　　　　　年齢給はＳ字型カーブで設計するが、ライフサイクルビジョンによる生計費の

屈折年齢点を決める。

· 何歳をピークとするか

· 何歳から世帯は縮小期に入るか

　　　ⅳ．年齢給運用上の留意点

　　　　　年齢のとり方　①～27歳：みなし年齢（大卒・・・22歳とみなす）

　　　　　　　　　　　　②30歳～：自然実年齢

　　　　　　　　　　　　③28～30歳で追いつき調整

１０．職能給表の作成／（１）（２）

　　　ⅰ．職能給表設定の手順

　　

　　　　　①　型の決定　　　②　ピッチの決定


③　スケールの計算
④　シュミレーション


　　　　　⑤　移行時の基準


　　　　　⑥　賃金表への置き換え
　　　ⅱ．サラリースケールの型

　　　　　①初号と上限とはり出し昇給

　　　　　　　

　　　　　　　Ａ　　～　（Ｂ）　～　　Ｃ　　～　（αＢ）ｎ

　　　　　　初号　　　　習熟昇給　　　上限　　　はり出し昇給

　　　　　　　　α＜１　　　　　労使の政策によって決定

　　　　　　　　ｎ・・・有限

　　　　　②昇格昇給

　　[image: image2.jpg]@< 7L Y= EE G
QET AT AR
Oev2EHR




　　　演習では、サラリースケール、号俸表、昇給表、段階号俸表、複数賃率表を作成

１１．賃上げとベア・定昇のあり方

　　　ⅰ．定昇の位置づけ

1 定昇は、賃金表にしたがって計算され、積み上げられ、一人当たり平均の定昇

額、定昇率が決まるものである（総額を決めて配分するものではない）

2 定昇は制度として実施されるもので、そのつど交渉して決めるものではない

（ただし、ベアは交渉して決めるもの）

3 定昇の大きさ（額とか率）は年々変わるもので、決して、同一ではない（した

がって固定して考えてはいけない）

4 定昇は現行の賃金表（前年の春の交渉で決まった賃金表）に基づいて実施し、

しかるのち、賃金表の改定（ベア）を行う（定昇がさき、ベアがあと）

5 賃上げ率（定昇込み）が妥結したならば、ベア率が自動的に決まる。その率を

用いて、初任給の改定や賃金表の改定を行う

　　　ⅱ．中途採用者の賃金

＜原則＞

①初任賃金：仕事で等級を決める

初号を適用する

　　　　　　　②調整　　：10ヶ月以内に成績評価で号俸を調整

3年以内に能力表で等級と号俸を調整

　　　　　　　③前収保障：前収保障を必要とする時は調整手当でカバーする

　　　　　　　　　　　　　その調整手当は3年以内に吸収、または調整する

　　　　

１２．日本型成果主義賃金の新設計とその条件

　　　ⅰ．基準賃金の組み替え


　　　　　年齢給　　　　ピーク　　　　　職責給


　　　　　職能給

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　家族手当　　　（平均規模）　　　　　　　　基準賃金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職能給

　　　　　管理職手当　　課長5万円

　　　　　　　　　　　　次長6万円

　　　　　　　　　　　　部長7万円

　　　　　通勤手当

　　　　　地域手当　　　　　　　　　　　手　当

　　※諸手当のすべてを、その機能を活かすために、年俸の外に残しておくことも考えられる。

　　

　　　ⅱ．職責・役割・業績評価

　　　　　①役割評価が鍵　６つのチャレンジを重視する

　　　　　　　　　　　　　　→確実、拡大、革新、創造、育成、自己充足


　　　　　　　　Ｚ

（職責の難しさ）
　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　Ｙ


　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　Ｘ（職責の大きさ）

　　　　　役割評価の3軸

	　　　　　職責評価
	量的側面

（Ｘ軸）
	イ．責任と権限の広がりと高まり

　　　・人的規模

　　　・物的規模

　　　・金額的規模

	
	質的側面

（Ｙ軸）
	ロ．企業への貢献度

ハ．役割遂行の必要知識

ニ．心身の負担度

	目標評価
	チャレンジ度

（Ｚ軸）
	1 100％確実に対するチャレンジ

2 職責拡大のチャレンジ

3 革新に対するチャレンジ

4 創造に対するチャレンジ

5 育成に対するチャレンジ

6 自己充足に対するチャレンジ


　　　　　注）企業への貢献度は戦略度（拡大Ａ、維持Ｂ、縮小Ｃ）

　　　　　　　　　　〃　　　　影響度（大Ａ、中Ｂ、小Ｃ）

　　　　　②職責給

　　　　　　

　　　　　　　・職責評価の量と質を数値に表し、職責評価係数表を作成する

　　　　　　　　　Ｙ軸：3段階（Ａ、Ｂ、Ｃ）

　　　　　　　　　Ｘ軸：5段階（最大Ⅰ～最小Ⅴ）

　　　　　　　・課長、次長、部長相当ベースの職責給表を作成する

　　　　　　　　　標準賃金に職責評価係数を乗じ、職責給表を作成

　　　　　③役割給（職責給表×チャレンジ係数）

　　　　　　　・チャレンジ目標係数の例示

	①確実、拡大、

　育成、自己充足
	1.02
	1.01

	②革新
	1.05
	1.025

	③創造
	1.08
	1.04


　　　　　　　具体性、実現可能性、効率性、貢献性

　　　　　　　　→すべて満たしていれば・・・有効→フル係数

　　　　　　　　→１つでも欠けていれば・・・布石有効→ハーフ係数

　　　　　

　　　自己評価　→　上司評価　→　役員評価　→　トップ評価　→　社長⇔本人の話し合い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

合意・契約

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　④業績評価と業績賞与ないし業績年俸への反映

　　　　　　役割の年間達成度を業績といい、それは業績賞与ないし業績年俸に反映される。

　　　　　　　・業績評価係数表を作成し、役割給×業績係数＝業績となる

　　　　　　　・業績を累計したものが成果

　　　　　　　　役割給　業績賞与
　　　　　　　　　　年俸制　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　↑　成果主義

　　　ⅲ．年俸制の導入

　　　　　①年俸制の３つのパターン

　　　　　　　日本で多い形　⇒　Ｂ型

　　　　　　　基本年俸　＋　業績年俸　　１２　＋　５　・・・・・【Ａ型】１／12（月々）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５　＋　２　・・・・・【Ｂ型】１／１５

　　　　　　　完全年俸　　　　　　　　　１７　・・・・・・・・・【Ｃ型】１／１７

　　　　　　　臨時給与　５ヶ月　　　　　固定生活一時金　３ヶ月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　変動業績賞与　０～４ヶ月

　　　　　②日本型年俸制とは　―　留意点

· 能力主義（職能給）との調和

· （Ｘ軸　＋　Ｙ軸）　＋　Ｚ軸

　　　　　　　　　　　　（加点主義）

　　　　仕事基準　　　　　人間基準

· 人が仕事を創る（目標面接）

· 基準賃金（基本年俸）は役割給、業績は賞与（業績年俸）へ

（業績は、単独、独立的ではない）

　　　ⅳ．日本型成果主義のロードマップ
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　《結論》

　　人事で必要なのは、人件費節約ではない！

　　（理論、システム、マインド＞マネー　⇒哲学）

　　　　20歳代～　育成：年齢給（生活給）

　　　　30歳代～　活用：職能給（職務遂行能力）

　　　　40歳代～　処遇：役割給

　　＜10年計画＞

　　　2006年～2009年　フレームの設備

　　　2010年～2014年　訓練と意識

　　　2015年～2016年　仕上げ

1 職能資格制度

2 年齢給（35歳まで）

3 職能給体系

4 評価制度

5 能力＝実力

6 意思、適性

7 役割給、業績賞与、成果昇進
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